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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】地面を掘り起こすことなしに底壁を設置するこ
とを可能とし、構築期間を削減するとともに掘り起こし
た土砂の処理も不要で、且つ大がかりな重機も不要でき
わめて経済的な地上立ち入り不可区域を遮断する遮断構
造および構築方法を提供する。
【解決手段】地表３から地中４に向けて圧入した遮断壁
５，６，７，８により地上立ち入り不可区域１の地中地
下を周囲から遮断する地上立ち入り不可区域の遮断構造
２であって、地上立ち入り不可区域１を囲む４枚の遮断
壁が、それぞれの頂辺５１，６１，７１，８１を地表に
おいて地上立ち入り不可区域１を囲む方形に配置される
とともに、対向する１対の遮断壁７，８はそれぞれが垂
直に地中に埋設され、他方の１対の対向する遮断壁５，
６は少なくとも一方の底辺が他方の遮断壁と所定の角度
で接合するよう傾斜して地中４に埋設され、且つ各傾斜
した遮断壁５，６の両側が垂直の遮断壁７，８と密接し
ている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　地表から地中に向けて圧入した遮断壁により地上立ち入り不可区域の地中地下を周囲か
ら遮断する地上立ち入り不可区域の遮断構造であって、
　前記地上立ち入り不可区域を囲む４枚の遮断壁が、それぞれの頂辺を地表において前記
地上立ち入り不可区域を囲む方形に配置されるとともに、対向する１対の前記遮断壁はそ
れぞれが垂直に地中に埋設され、他方の１対の対向する遮断壁は少なくとも一方の底辺が
他方の遮断壁と所定の角度で接合するよう傾斜して地中に埋設され、且つ前記各傾斜した
遮断壁の両側が前記垂直の遮断壁と密接していることを特徴とする地上立ち入り不可区域
を遮断する遮断構造。
【請求項２】
　前記各遮断壁が、幅方向に隣接させた鋼杭パイルをその長さ方向の両側辺に設けた係止
部により互いに係止させて連結されてなることを特徴とする請求項１記載の地上立ち入り
不可区域を遮断する遮断構造。
【請求項３】
　前記傾斜して埋設された１対の遮断壁における一方の遮断壁の底辺が他方の遮断壁に接
合する角度が直角であるとともに、前記垂直の遮断壁が、底辺を長尺方向に対して直角に
形成した複数の前記鋼杭パイルよりなり、最も下側に位置する前記鋼杭パイルの下側側辺
が前記傾斜した遮断壁の内側面に沿って圧入され、他の鋼杭パイルが地表に向かって順次
幅方向に連結することにより形成されていることを特徴とする請求項２記載の地上立ち入
り不可区域を遮断する遮断構造。
【請求項４】
　前記鋼杭パイルは、裏側または表側に止水材注入管部が長尺方向に沿って形成されてい
ることを特徴とする請求項２または３記載の地上立ち入り不可区域を遮断する遮断構造。
【請求項５】
　前記請求請１乃至４に記載の地上立ち入り不可区域を遮断する遮断構造の構築方法であ
って、初めに、地表に地上立ち入り不可区域内に平面視において前後左右方向に所定間隔
でセンサー糸用ポイントの位置決めをした後、前記各ポイントから地中に向けて垂直にセ
ンサー糸を埋設し、次いで、前記鋼杭パイルを順次圧入して圧入した前記鋼杭パイルが切
断した前記センサー糸を地上に引き抜いた位置と長さを知ることにより、前記圧入した鋼
杭パイルの地中深さ、圧入方向、圧入角度などの情報を確認して遮断壁を形成することを
特徴とする地上立ち入り不可区域を遮断する遮断構造の構築方法。
【請求項６】
　前記遮断壁を圧入した後に前記遮断壁に形成した止水材注入管部から止水材を注入する
請求項５記載の地上立ち入り不可区域を遮断する遮断構造の構築方法。
【請求項７】
　前記地中に圧入した遮断壁の内側に添ってセメントを注入・固化させることを特徴とす
る請求項５または６記載の地上立ち入り不可区域を遮断する遮断構造の構築方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、地上立ち入り不可区域を遮断する遮断構造および構築方法に関するものであ
る。
【背景技術】
【０００２】
　例えば福島第一原子力発電所における災害事故現場からの放射能の流出防止や、産業廃
棄物処分場からの汚染水、汚染物質の拡散、などのために一定の範囲にわたって地上立ち
入り不可区域を地下地中まで遮断する必要がある。
【０００３】
　そして、このような場合には、例えば河川などの流水を止水する目的で用いられている
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ように、その周囲の地表から鋼杭パイル（鋼矢板）などによる遮断壁を地中に圧入して区
域周囲を遮断するのが一般的であるが、地中での止水を含めて遮断を完全にするには区域
の底部を含めて遮断しなければならない。
【０００４】
　そこで、例えば特開２００３－１２１２号公報に提示されているように、鋼杭パイル（
鋼矢板）などによる遮断壁を地中に圧入するに際して区域周囲を遮断する土壌を掘り起こ
して例えば礫層と砂層とからなる浄水作用を有する遮断層を底壁として形成する方法、或
いは特開２０１８－１６９５４号公報に提示されているように鋼矢板を不透水層まで圧入
する方法などが提示されている。
【０００５】
　ところが、前記従来の特開２００３－１２１２号公報に提示されている遮断壁を用いた
地上立ち入り不可区域の遮断構造および遮断方法は、遮断区域を一旦、掘り起こす必要が
あるとともに大型の一体的な遮断壁を必要とするなど大規模な工事が必要であり、構築期
間ならびに費用の面でもきわめて不経済なものであり、また、特開２０１８－１６９５４
号公報に提示されている遮断壁を用いた地上立ち入り不可区域の遮断構造ではきわめて長
尺の鋼矢板を地中深く圧入しなければならないという問題があり、特に原子炉などの事故
により緊急に地上立ち入り不可区域を遮断しなければならない場合には適応しにくいと言
う問題がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００３－１２１２号公報
【特許文献２】特開２０１８－１６９５４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、前記従来の地上立ち入り不可区域を遮断する遮断構造および構築方法が有す
る問題点を解決したものであり、特に、地面を掘り起こすことなしに底壁を設置すること
を可能にしたことにより、構築期間を削減するとともに掘り起こした土砂の処理も不要で
、且つ大がかりな重機も不要できわめて経済的な地上立ち入り不可区域を遮断する遮断構
造および構築方法を提供することを課題とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　前記課題を解決するためになされた本発明である地上立ち入り不可区域を遮断する遮断
構造は、地表から地中に向けて圧入した遮断壁により地上立ち入り不可区域の地中地下を
周囲から遮断する地上立ち入り不可区域の遮断構造であって、前記地上立ち入り不可区域
を囲む４枚の遮断壁が、それぞれの頂辺を地表において前記地上立ち入り不可区域を囲む
方形に配置されるとともに、対向する１対の前記遮断壁はそれぞれが垂直に地中に埋設さ
れ、他方の１対の対向する遮断壁は少なくとも一方の底辺が他方の遮断壁と所定の角度で
接合するよう傾斜して地中に埋設され、且つ前記各傾斜した遮断壁の両側が前記垂直の遮
断壁と密接していることを特徴とする。
【０００９】
　また、本発明において、前記各遮断壁が、幅方向に隣接させた鋼杭パイルをその長さ方
向の両側辺に設けた係止部により互いに係止させて連結されてなることにより、複数の鋼
杭パイルを順に圧入するだけで広範な面積を有する壁面を形成することができる。
【００１０】
　特に、前記傾斜して埋設された１対の遮断壁における一方の遮断壁の底辺が他方の遮断
壁に接合する角度が直角であるとともに、前記垂直の遮断壁が、底辺を長尺方向に対して
直角に形成した複数の前記鋼杭パイルよりなり、最も下側に位置する前記鋼杭パイルの下
側側辺が前記傾斜した遮断壁の内側面に沿って圧入され、他の鋼杭パイルが地表に向かっ
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て順次幅方向に連結することにより形成されている場合には、構築に際して扱い易い長尺
の鋼杭パイルを用いてきわめて容易に構築することができる。
【００１１】
　更にまた、前記鋼杭パイルは、裏側または表側に止水材注入管部が長尺方向に沿って形
成されていることにより、鋼杭パイルを打ち込み後に止水材を注入固化させて接合部を密
接させることができる。
【００１２】
　また、本発明である地上立ち入り不可区域を遮断する構築方法は、初めに、遮断する地
上立ち入り不可区域を囲む前記遮断壁の頂辺が形成する方形内に所定間隔でセンサー糸用
ポイントの位置決めをした後、その各ポイントから地中に向けて垂直にセンサー糸を埋設
し、次いで、前記鋼杭パイルを順次圧入して圧入した前記鋼杭パイルが切断した前記セン
サー糸を地上に引き抜いた位置と長さを知ることにより、前記圧入した鋼杭パイルの地中
深さ、圧入方向、圧入角度などの情報を確認して遮断壁を形成することを特徴とする。
【００１３】
　本構築方法によると、地表から遮断壁の所定の圧入位置を簡単な作業で正確に把握しな
がら設置することができる。
【００１４】
　また、本構築方法において、遮断壁を圧入した後に前記遮断壁に形成した止水材注入管
部から止水材を注入することにより各遮断壁間における接合部の隙間をなくし、漏れを確
実に防止するとともに、必要であれば、最後に前記地中に圧入した遮断壁の内側に添って
セメントを注入・固化させることにより更に完璧な遮断壁の構築も可能である。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によると、きわめて簡単な作業で地上立ち入り不可区域を遮断する遮断構造を形
成することができるものであり、特に周囲壁だけでなく底部も含めて遮断するにも拘わら
ず、掘り起こす必要なく構築ができ、構築期間の短縮、人的負担の軽減ならびに経済的負
担の軽減を図ることができ、特に、放射能漏れ事故などのような緊急に遮断しなければな
らない場合にきわめて有効である。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の好ましい実施の形態を示すものであり、（ａ）は構築前の状態を示す概
略図、（ｂ）は構築後の状態を示す概略図。
【図２】本発明の異なる実施の形態に用いられる鋼杭パイルを示す一部を省略した斜視図
。
【図３】図２に示した鋼杭パイルの使用状態を示す説明図。
【図４】鋼杭パイルの側端に形成した係止部の異なる実施の形態を示す連結部を示した平
面拡大部分図。
【図５】本発明の構築方法の異なる実施の形態を示すものであり、（ａ）は平面図、（ｂ
）は図５（ａ）のＸ－Ｘに沿う断面図、（ｃ）は図５（ａ）のＹ－Ｙに沿う断面図。
【図６】図５に示した実施の形態の一部を示した拡大斜視部分図であり、（ａ）は互いに
底辺を重ねた直角に接した傾斜方向に圧入した遮断壁の間に４５度に傾斜させた方向から
垂直方向に圧入する遮断壁を形成する鋼杭パイルを圧入する状態を示す説明図。
【図７】図５に示した実施の形態における鋼杭パイルの拡大部分断面図であり、（ａ）は
複数の鋼杭パイルを圧入方向に連結して使用する場合の連結部を示し、（ｂ）は止水材注
入管部の先端に蓋が付設されて地中に圧入している状態を示し、（ｃ）は圧入後に止水材
注入管部に注入した止水材が流出している状態を示す。
【図８】（ａ）は図５に示した実施の形態の概略を示す説明図、（ｂ）（ｃ）は本発明の
更に異なる実施の形態の概略を示す説明図。
【図９】本発明の更に異なる構築方法を示すものであり、（ａ）は平面図、（ｂ）は縦断
面図。
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【発明を実施するための形態】
【００１７】
　図１は本発明の好ましい実施の形態を示すものであり、例えば社屋Ｂなどを含めた汚染
された地上立ち入り不可区域１を遮断する遮断構造２を示すものであり、遮断構造２は、
図１（ａ）に示すように、地表３から地中４に向けて圧入される４つの遮断壁５，６，７
，８により図１（ｂ）に示される頂面を方形の地表３とした逆三角柱状に形成される。
【００１８】
　これらの遮断壁５，６，７，８は、それぞれの頂辺５１，６１，７１，８１が地表３に
おいて地上立ち入り不可区域１の前後左右の４辺１１，１２，１３，１４に沿う方形に形
成され、例えば互いに対向する一対の遮断壁７，８は下端が直角な直角三角形で且つ垂直
方向に向けて地中４に圧入されており、もう一対の遮断壁５，６はそれぞれの底辺５２，
６２を前記遮断壁７，８の三角形の下端の角度に合致する直角の角度で互いに接合するよ
うに傾斜させて地表３から地中４に向けて圧入されており、前記各傾斜して圧入される遮
断壁５および６の両側辺５３，５３および６３，６３が互いに接する垂直に埋設さた遮断
壁７，８の側辺７３，７３および側辺８３，８３に密接している。
【００１９】
　以上の構成を有する本実施の形態は、前記４枚の遮断壁５，６，７，８を地上立ち入り
不可区域１の前後左右の４辺１１，１２，１３，１４に沿って地中４で互いに接するよう
に圧入するという、きわめて簡単な作業で地上立ち入り不可区域１を遮断する遮断構造２
を形成することができるものであり、特に底部も含めて遮断するにも拘わらず、地面を掘
り起こす必要なく構築ができ、構築期間の短縮、人的負担の軽減ならびに経済的負担の軽
減を図ることができる。
【００２０】
　図２乃至図７は、本発明の異なる実施の形態を示すものであり、遮断構造ならびに構築
方法の基本は前記図１に示した実施の形態とほぼ同様であるが、遮断壁５（６，７，８）
が図２に示したような長尺の鋼杭パイル（いわゆる鋼矢板）５５（６５，７５，８５）を
幅方向に連結することにより形成されている点が異なる。尚、鋼杭パイル５５（６５，７
５，８５）は使用する遮断構造の大きさに応じて必要な長さのものを使用することになる
が、所定の長さ以上に長尺のものが入用の場合には所定の長さのものを縦方向に連結して
使用する。
【００２１】
　更に詳細に説明すると、本実施の形態に使用される鋼杭パイル５５（６５，７５，８５
）は、長さ方向の両側辺に幅方向に隣接させた鋼杭パイル５５（６５，７５，８５）を互
いに連結するための断面が鉤形の係止部５６（６６，７６，８６）がそれぞれ形成されて
いる。この点は従来から止水現場などに用いられている構築用のものとほぼ同一の構成で
あるが、本実施の形態に用いられる鋼杭パイル５５（６５，７５，８５）は、表側または
裏側の幅方向中央位置に長さ方向に延びる止水剤注入管部５７（６７，７７，８７）が一
体に形成されており（本実施の形態では裏側）、図３に示すように、従来の構築方法と同
様に、始めに所定の深さ位置に圧入した鋼杭パイル５５（６５，７５，８５）に表裏交互
に配置した鋼杭パイル５５（６５，７５，８５）を互いに隣接する係止部５６（６６，７
６，８６）同士を縦方向に嵌め込み係止して順次幅方向に密に連接して図１に示したよう
な幅広の遮断壁５（６，７，８）を形成するものである。尚、圧入に際しても従来と同様
な打設機や圧入機を用いることができる。
【００２２】
　尚、前記係止部５６（６６，７６，８６）は本実施の形態では、一般的な長さ方向の両
側辺に形成した断面が鉤形で互いに密に接続係止されると好ましいが、これに限るもので
なく、例えば図４（ａ），（ｂ）に示すように、面取りを形成し、前記係止部５６（６５
，７５，８５）の内側面に隣接して嵌め込まれる係止部５６（６５，７５，８５）の外側
面に密接する補助突部５６１（６６１，７６１，８６１）を形成したもの、或いは図４（
ｃ）のように鉤を二重の角形にするなどして更に密接に且つ確実に接合可能なものにする
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こともでき、特に、遮断効果にとって有効である。勿論、係止部にゴムや弾性樹脂などの
防水材を介入させてもよい（図示せず）。
【００２３】
　図５および図６は、前記図２および図３に示した鋼杭パイル５５（６５，７５，８５）
を用いて本発明である地上立ち入り不可区域１を遮断する遮断構造２およびその構築方法
を実施する際の好ましい実施の形態を示すものであり、初めに、図５（ａ）に示すように
、地表３に前後左右の４辺１１，１２，１３，１４により形成され遮断する地上立ち入り
不可区域１に方形の位置決めをし、次いで、多数の鋼杭パイル５５および６５を用いて前
記図３に示したように表裏を交互に幅方向に係止しながら前記地表３に定めた方形の辺１
１，１２に沿って順次地中４に、互いに対向するよう傾斜して圧入して前記図１に示した
と同じ１対の遮断壁５，６を形成する。
【００２４】
　このとき、本実施の形態では、遮断壁５，６は所定長さの鋼杭パイル５５および６５を
傾斜して埋設された一方の遮断壁５の底辺５２が、同じく傾斜して埋設された他方の遮断
壁６に接合する角度が直角であるように斜め方向（本実施の形態では４５度の角度）に圧
入される。
【００２５】
　尚、理論的には前記遮断壁５，６は図１に示したようにそれらの底辺５２および６２が
地中で互いに丁度接すればよいのであるが、実際に底辺５２および６２が地中で互いに丁
度接するように施工することは困難であるため、一方の遮断壁５（６）の底辺５２（６２
）が他方の遮断壁６（５）に接合するようにしたことにより線と面とを接合すればよく施
工が容易である。
【００２６】
　そして、次に、前記図５（ｃ）に示すように、前記垂直の遮断壁７（８）が、底辺７５
２（８５２）を長尺方向に対して直角に形成した複数の鋼杭パイル７５（８５）よりなっ
ており、最も下側に位置する前記鋼杭パイル７５１（８５１）の下側側辺が前記傾斜した
例えば遮断壁６の内側面に沿って圧入され、他の鋼杭パイル７５（８５）が、表裏を交互
に幅方向に係止しながら地表３に向かって順次幅方向に連結することによりほぼ三角形の
垂直の遮断壁７，８が形成される。
【００２７】
　このように、本実施の形態では、先に傾斜させて埋設した遮断壁５（６）に沿って鋼杭
パイル７５（８５）を下方から上方へと４５度の角度で積み重ねるようにして順次圧入す
ることにより順次幅方向に係止しながら連結するという簡単な構築方法により、迅速且つ
確実に広範な地上立ち入り不可区域１に遮断構造２を構築することができる。
【００２８】
　図６は前記鋼杭パイル７５を、傾斜させて埋設した遮断壁５に沿って前記鋼杭パイル７
５を下方から上方へと４５度の角度で積み重ねるようにして順次圧入することにより遮断
壁７を形成する際の状態を示す概略図であり、前記遮断壁５と遮断壁６との地中での接合
は前述のように例えば傾斜方向に圧入される遮断壁６を形成する鋼杭パイル６５の先端は
対向して傾斜方向に配置される遮断壁５を形成する鋼杭パイル５５よりも先端が突出され
て埋設されることにより遮断壁５の底辺５２が所定の直角に遮断壁６に確実に接合させる
ことができ、実際の構築を容易にしている。
【００２９】
　そしてさらに、鋼杭パイル７５の底辺７５２が長尺方向に対して直角に形成されている
ため、鋼杭パイル７５の底辺７５２を遮断壁５に接合させれば、自然に密接に接合するこ
ととなり、容易に遮断効果を確実にすることができる。
【００３０】
　また、図６（ｂ）に示すように、各鋼杭パイル７５（前記図５（ｃ）に示した８５も同
様）には例えば裏面に設置された固定部材（係止孔であってもよい）７８に基端側へとロ
ープ７９が延設されており、このロープ７９を所定の方向に引いて深さや隣接する鋼杭パ
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イル７５の結合位置などを調節しながら圧入することができる。
【００３１】
　尚、前記ロープ７９は図２に示した他の鋼杭パイル５５（６５，７５，８５）にも同様
に設置することができるものであり（図示せず）、また、これらのロープはそのまま取り
外さないで例えば基端を地表に配置しておくことにより、後に遮断構造２を解除し、或い
は再構築する場合に各鋼杭パイル５５，６５，７５，８５を引き抜くことに使用できる。
【００３２】
　更に、本実施の形態では、前記鋼杭パイル５５，６５，７５，８５は図３に示したよう
に裏側に止水材注入管部５７，６７，７７，８７がそれぞれ長尺方向に沿って形成されて
おり、各鋼杭パイル５５，６５，７５，８５を所定位置に圧入した時点で或いは全ての鋼
杭パイル５５，６５，７５，８５を圧入して遮断壁５，６，７，８の埋設が終了した時点
で、止水剤注入管部５７，６７，７７，８７を用いて止水剤を注入して各遮断壁５，６，
７，８間の接触部分を防水に接合して地上立ち入り不可区域１をより確実に遮断する遮断
構造２が形成される。
【００３３】
　尚、本実施の形態では、前記止水剤注入管部５７（６７，７７，８７）は鋼杭パイル５
５（６５，７５，８５）とそれぞれ一体に形成されているため圧入に際して変形や破損な
どの恐れが少なく且つ各鋼杭パイル５５（６５，７５，８５）の剛性の強化を増進させる
効果も併有している。
【００３４】
　また、止水材は直接止水剤注入管部５７（６７，７７，８７）に注いでもよいが、例え
ば止水材を潤滑に流通させる内面を有する素材などにより形成された供給管（図示せず）
を止水剤注入管部５７（６７，７７，８７）の基端から先端へと挿通させてこの供給管を
介して止水材を注入してもよく、この場合には更に円滑に止水材を注入させることができ
る。
【００３５】
　更に、止水材は急結することがなく軟性度の高い流動性を有し、凝固に際して長い時間
を要するものを使用することにより止水材を所定の止水箇所に行き渡らせて確実に止水効
果を発揮させることができる。
【００３６】
　本実施の形態では鋼杭パイル５５（６５，７５，８５）として、所定の長さのものを用
いた場合を示したが、例えば広範な地上立ち入り不可区域１に対応させる場合などにはよ
り長尺の鋼杭パイル５５（６５，７５，８５）が必要となるが、そのような長尺の鋼杭パ
イル５５（６５，７５，８５）は実施に際して運搬、保管、圧入に際して現実的でなく、
図７（ａ）に示すように所定の長さを有する鋼杭パイル５５（６５，７５，８５）を地中
方向へと順次重ねて圧入することにより容易に実施することができるものである。
【００３７】
　特に、本実施の形態では、所定の長さを有する鋼杭パイル５５（６５，７５，８５）を
地中方向へと複数順次重ねて圧入するため、各鋼杭パイル５５（６５，７５，８５）の上
端および下端は互いに嵌めこみ可能な厚み方向に段部５５１（６５１，７５１，８５１）
および５５２（６５２，７５２，８５２）が形成されて凹凸嵌合するため、ズレが防止さ
れている。
【００３８】
　また、本実施の形態では鋼杭パイル５５（６５，７５，８５）には止水剤注入管部５７
（６７，７７，８７）が形成されているので図７（ａ）に示すように、下側の止水剤注入
管部５７（６７，７７，８７）の基端側の口径を上側の止水剤注入管部５７（６７，７７
，８７）の先端側の口径よりも広く形成しておくことにより上側の止水剤注入管部５７（
６７，７７，８７）に注入した止水材が接続部で漏れることなく下側の止水剤注入管部５
７（６７，７７，８７）に注水されて止水材が所定の位置に注水される。
【００３９】
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　また、本実施の形態では、図７（ｂ）に示すように、前記止水剤注入管部５７（６７，
７７，８７）の先端には蓋５７１（６７１，７７１，８７１）が付設されており、この蓋
５７１（６７１，７７１，８７１）は鋼杭パイル５５（６５，７５，８５）を地中４に圧
入したときに先端口から土砂などが進入して止水剤注入管部５７（６７，７７，８７）が
詰まってしまうのを防止することができるものであり、図７（ｃ）に示すように、止水材
を止水剤注入管部５７（６７，７７，８７）から注入させたときに開放して止水材を流出
可能としている。
【００４０】
　尚、本実施の形態では、図８（ａ）に示したように方形の遮断壁５，６は互いの辺５３
および６３の長さが同じであることから前記方形の辺１１および辺１２からの中央で互い
の底辺５２および６２が接合するが、本発明はこれに限らず、図８（ｂ）（ｃ）に示すよ
うに、辺５３および辺６３の長さが異なる遮断壁５，６を用いた場合にも実施が可能であ
り、特に地盤などの関係で圧入が困難である場合、汚染の深さが均一でない場合などに有
効である。
【００４１】
　加えて、本実施の形態において、必要であれば、前記遮断構造２を構築後に鋼杭パイル
５５（６５，７５，８５）に添って内側へそれぞれの最下端からセメントを注入すること
により更に完全な遮水構造とすることができる。セメントを注入する際は、鋼杭パイル５
５（６５，７５，８５）に添って内側へ注入するほか、地表３からボーリングにより穿設
した斜孔または垂直孔を用いることも可能であり、注入するセメントは、水と混練したセ
メントミルクであることが特に望ましい。
【００４２】
　尚、止水材やセメントの注入後、更に強度の補強が必要になった場合は、鋼杭パイル５
５（６５，７５，８５）の内壁面に沿って地表３からボーリングにより穿設した斜孔また
は垂直孔を用いてコンクリートの打設を行うことによる地盤改良を行ってもよい。
【００４３】
　図９は前記図２乃至図６に示した実施の形態の遮断構造２を更に容易に構築するための
構築方法についての好ましい実施の形態を示すものであり、初めに、図９（ａ）に示すよ
うに、地表３に少なくとも遮断する地上立ち入り不可区域１内に平面視において前後左右
方向に所定間隔で多数のセンサー糸用ポイントの位置決めをした後、前記各ポイントから
地中に向けて垂直にセンサー糸９を埋設する。
【００４４】
　そして、次に、前記埋設したセンサー用糸９に沿って前記図２乃至図６に示したように
遮断壁５および６を形成するための鋼杭パイル５５，６５を順次圧入するが、このとき、
図９（ｂ）に示すように、例えば遮断壁５および遮断壁６を構築する鋼杭パイル５５およ
び鋼杭パイル６５を所定の斜め方向に順次圧入する際に、圧入した鋼杭パイル５５および
鋼杭パイル６５により前記地中４に垂設しておいたセンサー用糸９が順次切断されるので
それらの切断されたセンサー糸９を地上に引き抜き前記センサー糸９を地上に引き抜いた
位置と長さを知ることにより前記圧入した鋼杭パイルの地中深さ、圧入方向、圧入角度な
どの情報を確認して遮断壁を地中４の所定箇所、例えば直角に接合するなど、確実に且つ
容易に埋設することができる。
【００４５】
　尚、本実施の形態では、前記遮断壁５および遮断壁６が所定の設計位置に正確に圧入さ
れれば、他の垂直方向へ伸びる遮断壁７および遮断壁８は前記鋼杭パイル５５および鋼杭
パイル６５に沿って圧入すればよいが、必要であれば前記遮断壁５および遮断壁６と同様
に予め所定位置に鋼杭パイル７５，８５の圧入時に切断可能なセンサー用糸９を垂直に埋
設しておき、同様にして調整しながら更に確実に圧入させることもできる。
【００４６】
　また、前記図９（ａ）に示したように、完成後に前記切断されるセンサー糸９の長さに
合わせた長さを有する配管１０を設置しておくことにより、完成後における各種調査用の
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【符号の説明】
【００４７】
　１　地上立ち入り不可区域、２　遮断構造、３　地表、４　地中、５，６，７，８　遮
断壁、９　センサー用糸、１０　配管、１１，１２，１３，１４　辺、５，６，７，８　
遮断壁、５１，６１，７１，８１　頂辺、５３，６３，７３，８３　側辺、５２，６２　
底辺、５５，６５，７５，８５　鋼杭パイル、５６，６６，７６，８６　係止部、５７，
６７，７７，８７　止水材注入管部、７８　固定部材、７９　ロープ、７５１，８５１　
鋼杭パイル、７５２，８５２　底辺、５７１，６７１，７７１，８７１，５７２，６７２
，７７２，８７２　段部
　

【図１】 【図２】
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